
地域における福祉と司法の
連携について

伊那市社会福祉協議会

地域福祉課長 地域福祉係長

上伊那成年後見センター所長

（社会福祉士）矢澤 秀樹
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本日報告する内容

1. 上伊那成年後見センターの実践について

2. 中核機関、権利擁護ネットワークについて

3. 家庭裁判所との連携について

4. 利用促進を進めるために
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上伊那成年後見センターの
実践について

・８市町村（小規模自治体）による共同設置

・圏域内人口約17万8千人（最大65,000人、最小4,500人）
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上伊那成年後見センター
運営体制

・８市町村でセンターを協働設置し、伊那
市社会福祉協議会に委託し、１ヶ所で圏
域全体をカバー

・センターは２次窓口として機能し、１次窓
口は各市町村行政や地域包括支援セン
ター（直営）

4



各市町村との協働での広域整備型 上伊那成年後見センター

5
協議会：各市町村協議会、上伊那全体協議会を整備

伊那市社会福祉協議会

上伊那成年後見センター 中核機関

②相談機能（一次）
③利用促進機能（一次）
④後見人支援機能（一次）

伊那市 駒ヶ根市 箕輪町

各市町村が
委託

各市町村社協 協
力

中川村 飯島町

辰野町

南箕輪村 宮田村
中核機関

自治体概要
人口 約181,000人
面積 約1,348㎢
高齢化率 30.9 %

ポイント
8市町村が協定を結んだ上で、それぞれに委託契約を結び伊那市社会福祉
協議会に「上伊那成年後見センター」を広域設置。
市町村が一次窓口となり、上伊那成年後見センターが二次相談窓口となる。
利用促進検討会を経て、センター運営委員会で決定し、平成31年4月に中
核機関とする。
一次窓口と二次窓口両方を中核機関と位置づけ、機能で役割分担。
市民後見人を35名養成、9名が活動中（受任件数12件）。
伊那市社会福祉協議会が、法人後見87件、後見監督12件を受任。

①広報機能
②相談機能（二次）
③利用促進機能（二次）
④後見人支援機能（二次）

協定



事業内容（主なもの）

（１）成年後見制度、権利擁護の研修・啓発

（２）成年後見・権利擁護相談

（３）第三者後見人の紹介、斡旋

（４）法人後見の受任

（５）親族後見人等への支援

（６）後見監督人の受任

（７）市民後見人の育成（平成26年度～）

（８）上伊那全体協議会の開催（平成31年度～）6



中核機関、ネットワークについて
・市町村及び圏域中核機関での後見人等への支援

・適切な候補者の推薦

・市町村と圏域全体の重層的な権利擁護ネットワーク
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中核機関の設置パターン

１ 「直営」整備

２ 「直営+一部委託」による整備

３ 単独市町村が「委託」による整備

４ 複数市町村が「広域」で委託

５ その他

A：機能分散型 B緩やかな連携型

令和元年度 中核機関の立ち上げ・先駆的取り組み事例集より

広域+機能分散型
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○ １次相談窓口（総合相談）

○ 権利擁護アセスメント・ニーズ見極め
○ 支援方針検討、首長申立ての検討
○ 親族等の申立てに関わる相談・支援
○ 適切な候補者推薦（検討専門判断会議等の活用）

○ 親族後見人等の相談窓口（専門相談）
○ 家庭裁判所との連絡調整
○ 報告書類等作成支援

○ 研修・講演会等による周知・広報

○ 適切な候補者推薦（審査会等の活用）
○ 親族等の申立てに関わる相談・支援
○ 市民後見人の育成・活動支援

○ チーム会議、モニタリング、バックアップ
○ 市町村協議会

中核機関の業務分担イメージ

○ 任意後見監督人選任の助言（専門相談）

○ 親族後見人等の相談窓口（総合相談）

市
町
村
担
当
部
局

上
伊
那
成
年
後
見
セ
ン
タ
ー

連携

中
核
機
関

１次相談

住民

２次相談

○ 上伊那全体協議会の開催

周知・広報活動

チーム会議

親族後見人
等の相談

市民後見人
育成・支援

モニタリング
バックアップ

専門職団体 上伊那全体協議会

○ 任意後見監督人選任の助言（チーム支援）

○ ２次相談窓口（専門相談）

支援方針検討
専門判断会議

市町村協議会
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①市町村及び社協間の情報交換
②社会福祉士等の全体のスキルアップ
③専門職団体、裁判所等との連携
④新しい情報・現状の共有

役 割

①定例協議会の開催
・家庭裁判所
・専門職団体代表 含む

②スキルアップ研修会の開催

具体的な取組み

上伊那全体協議会

・専門職との顔合わせ
・成年後見利用促進計画の策定

及び見直し
・成年後見人の担い手確保

（法人、市民）

市町村協議会

重層的な地域連携ネットワーク

市町村単位のネットワーク（協議会）

・権利擁護支援方針 検討会議

・本人にふさわしい成年後見人
候補者の推薦

検討・専門判断会議

・支援チームへの後見人等
加入支援

・後見人就任後の支援状況の
モニタリング

チーム会議

++

市町村、市町村中核機関の課題
全体での協議事項の吸上げ

市町村（中核）
市町村社協
専門職団体
家庭裁判所
後見センター

市町村間の情報共有
市町村における体制整備支援

参加者
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11

市町村名 人口
市町村

中核機関

市町村協議会の開催 制度利用促進計画

開催中
開催

検討中

策定済み R3年度策定予定
計画名

単独策定 既存計画 単独策定 既存計画

伊那市 65,487
福祉相談課
相談支援係

○ ○ 伊那市地域福祉計画

駒ケ根市 31,691
地域保健課
地域ケア係

○ ○
介護保険事業計画・
障がい者基本計画

辰野町 18,394 保健福祉課 ○ ○ 辰野町地域福祉計画

箕輪町 24,772 福祉課 ○ ○ 総合福祉計画

飯島町 9,015 健康福祉課 ○ ○ 地域福祉計画

南箕輪村 15,733 健康福祉課 ○ ○ 地域福祉計画

中川村 4,547 保健福祉課 ○ ○ 中川村障害者計画

宮田村 8,583
福祉課
福祉係

○ ○ 介護保険事業計画

令和3年度 各市町村における
成年後見制度利用促進体制



中核機関としての課題 １

• 中核機関を担う福祉担当部署の業務の多
様さと、人員の少なさ（小自治体ほど）

• 高齢者虐待防止センター等権利侵害対応
部署と兼務のため、待った無しの緊急ケー
ス対応が業務を圧迫している
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中核機関としての課題 ２

• 後見人支援については、後見人の情報把握が
難しい

• 一方で、情報を把握できたとしても、被後見人の
ニーズが表出されないと支援に結びつかない

• 後見人支援はケアチーム支援の一環として行わ
ないと難しい
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家庭裁判所との連携について
・利用促進法の施行により、身近な存在になった

・受任調整や後見人への監督について

14



利用促進法後施行後の
家庭裁判所との連携について

• 地域の後見人等の状況を気にかけてくれるよ
うになった（相談できる関係でいて欲しい）

• 協議体へ参加し、情報交換等ができる関係
性ができた（中立及び監督的な立場は崩すも
のではないが）

• 裁判所が身近になってありがたい反面、家庭
裁判所は後見人にとって、最後の砦でもあり、
監督者であって欲しい
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受任調整について

• 「受任調整（機能）にかかる費用は裁判所が支
出してくれるのですか？」（協議会での発言より）

• 親族が専門職の力を借りながら、単独で申し立
てを行うケースも多数あり、中核機関で全件マッ
チングする必要性は感じていない

• 福祉的な視点からすると、相談者の力（自助）を
削いでしまう可能性も
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地域の相談支援機関
（地域包括、障害相談支
援事業所、生活困窮窓口、
福祉事務所、社協など）

弁護士、司法書士、
社会福祉士等、司
法・福祉の専門職

成年後見人等
親族後見人
市民後見人
専門職後見人

法人後見実施団体

家庭
裁判所市町村

中核
機関

１次窓口と２次窓口における適切な候補者推薦のための役割整理

１次中核機関（市町村担当部局）
「検討・専門的判断会議orチーム会議」

・支援内容や適切な候補者（親族・専門職・法人後見）検討
・申立にあたっての準備・役割分担の検討

申立受理

２次中核機関
（上伊那成年後見センター）
「法人後見受任審査会」

・センター後見が適当と判断された事
例の専門職による再検討

「市民後見人事例選定会議」
・法人後見受任事例から市民後見人へ
移行する事例の検討

申立受理

・後見センターの受任
が適切と判断

・専門職の紹介希望

審査結果の
報告

申立受理

首長申立

直接申立

支援を受けて申立

相談

本 人

親 族
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相談援助職が考える支援
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• クライエント（被後見人等）が望んでいる（訴えが
ある）場合に、支援に入る（関わる）ことができる

• 「支援」 ≠ 「指導」や「監督」。権限を持っているわ
けでなく、クライエントを中心に関わる

• 後見監督は市町村では難しい（行政は被後見人
や後見人等に身近すぎる）
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後見人から、例えばこんな相談を受けたら・・・

① 介護用ベッドが30万円するが、購入して良いか？

② 本人が「年末恒例の庭の植木の剪定をして欲しい」と言っている。10万円使っ
てよいか？

③ 本人の孫が大学に進学するにあたり、お祝い金を20万円使って良いか？元気
な頃に、他の孫に20万のお祝い金をあげている。

④ 本人は旅行が趣味である。旅行に連れて行ってあげたいが、同行する私の旅
行代金も、本人の財産から支払ってよいか？

⑤ 本人が有料老人ホームに入りたいと言っている。自宅を売却した代金を費用
に充てようと思っているが、自宅を売却してよいか？

財産の活用 → 原則として後見人が支出の必要性と相当性を判断する
必要かつ相当な支出は、後見人の裁量の範囲内。

①～④は、本人の意思、心身の状況、生活の状況、支援の状況や財産の総
額を踏まえつつ、最終的には、後見人が支出の必要性と相当性を判断する
ことになる。

※家庭裁判所の許可を要
する事項

⑤は、居住用不動産の処
分に当たるため、家庭裁判
所の許可が必要

※ 後見人の裁量の範囲内か、範囲外か迷う場合
→ 家庭裁判所や専門職を入れた事例検討で相談の上、組織対応を行う。

中核機関は、意思決定支援を踏まえた後見事務となるよう、ガ
イドラインを基に、個々の状況を踏まえ、チームの支援を行う

中
核
機

関
に
お
け

る
対
応

善管注意義務違反、身上配慮義務
違反，利益相反行為に当たるおそ
れがあると考える場合

国研修資料
より



利用促進を進めるために
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共生社会の実現に向けた
権利擁護体制

・「権利擁護」＝どの分野でも共通…
＞推進担当（中核機関）を決める

権利侵害に対する部署はあるけれど…

・各機関縦割りを無くす「横ぐし」として

＞様々な分野で進む「包括化」→「重層的」

地域包括ケア、障害者、生活困窮、子育て…

・「権利擁護」を様々な制度の共通の支援視点として
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最後に

• 住民の気持ちはすぐに変わらない＝制度や法
律が根付くまでには時間がかかる

• 法律や計画を作る際に、このような現場の声を
聞いていただけるのはありがたい

• 小規模自治体の実情も考慮して欲しい
市町村数：1,718市町村（うち、人口20万人以上112市町村、人口

20万人未満自治体1,606市町村）－20万人未満自治体人口の平均値

：68,970人、中央値：24,750人 22



資料
・社会福祉協議会の概要

・伊那市社会福祉協議会の概要

・上伊那成年後見センターの概要
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社会福祉協議会とは

社会福祉法 第十章（地域福祉） 第三節（社会福祉協議会）

（市町村社会福祉協議会及び地区社会福祉協議会）
第百九条 市町村社会福祉協議会は、一又は同一都道府県内の二以上の市町村

の区域内において次に掲げる事業を行うことにより地域福祉の推進を図ることを
目的とする団体であつて、その区域内における社会福祉を目的とする事業を経営
する者及び社会福祉に関する活動を行う者が参加し、かつ、指定都市にあつては
その区域内における地区社会福祉協議会の過半数及び社会福祉事業又は更生
保護事業を経営する者の過半数が、指定都市以外の市及び町村にあつてはそ
の区域内における社会福祉事業又は更生保護事業を経営する者の過半数が参
加するものとする。

一 社会福祉に関する活動への住民参加のための援助
二 社会福祉を目的とする事業の企画及び実施
三 社会福祉を目的とする事業に関する調査、普及、宣伝、連絡、調整及
び助成

四 その他社会福祉を目的とする事業の健全な発達を図るために必要な
事業 24



社会福祉協議会とは 全国社会福祉協議会 発出

「市区町村社協経営指針」 （令和2年7月改訂）

・市区町村社協の使命・経営理念
＜使命＞地域福祉を推進する中核的な団体として、誰もが支え

合いながら安心して暮らすことができる「ともに生きる
豊かな地域社会」づくりを推進することを使命とする。

・市区町村社協の事業
① 法人運営部門 ② 地域福祉活動推進部門
③ 福祉サービス利用支援部門 ④ 在宅福祉サービス部門

・市区町村社協の組織及び組織運営
＜組織＞ 評議員・理事・監事・会員・事務局・職員
＜財源＞ 【民間財源】会費、寄付金、共募配分金、基金財源 等

【公費財源】補助金収入、委託費収入 等
【事業収入財源】介護報酬、利用料収入 等
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伊那市社会福祉協議会の概要

設立： 平成１８年１０月１日

平成１８年３月３１日の伊那市、高遠町、長谷村の合併に伴い、同年
１０月１日に３市町村の社協が合併した。

活動基本目標： 住民参加と社会福祉団体その他の関係機関との協働による

「ふれあい、支えあい、助け合う、お互い様の地域づくり」

を目標とし、地域福祉の一層の推進を図ります。

経営理念： 職員一人ひとりが知恵と力を高め、共に生きる福祉のまちづくりに

貢献します（第３次経営基盤確立計画 （2018～2020年度））

地域福祉活動計画（2019～2023年度）により、伊那市地域福祉計画と連携・協働

26

社協＝社会福祉の総合商社



法律での設置の目的 伊那市社協の具体的な事業

①社会福祉に関する活動への住
民参加のための援助

地域福祉推進事業、ボランティア・地域活動応援
センター事業、生活支援体制整備事業 等

②社会福祉を目的とする事業の
企画及び実施

介護保険事業・障害者総合支援法事業、生活困窮
者自立支援法事業、ふれあい相談センター、日常
生活自立支援事業、くらしの安心サービス、上伊
那成年後見センター 等

③社会福祉を目的とする事業に
関する調査、普及、宣伝、連絡、
調整及び助成

社会福祉大会、ふれあい広場、ふくし伊那の発行、
福祉の日啓発事業、CATVきらきら☆ふくし、SNS
広報 等

④その他社会福祉を目的とする
事業の健全な発達を図るために
必要な事業

生活福祉資金の貸付、赤い羽根共同募金（寄付マ
ルシェ）等

27

社会福祉協議会（通称「社協」）は、社会福祉法第109条に規定された社会
福祉法人で、下記の目的に沿った事業に取り組んでいます。

伊那市社会福祉協議会の概要



伊那市社会福祉協議会の概要

組織：

(8)

(10)

(2)

(5)

(1)

①法人運営部門

②地域福祉部門

③福祉サービス
相談支援部門

④在宅福祉サービス
部門

市
町
村
社
協
経
営
方
針
事
業
分
類
に
よ
る
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(16)

(12)

(12)

日常生活自立支援事業

29

伊那市社会福祉協議会の概要
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上伊那郡の地勢

・長野県南信地方の伊那市を
中心とした地域を指す名称
長野県を10地域に分けるとき
に用いられる

（面積1,348k㎡）

・伊那市、駒ヶ根市、上伊那郡
辰野町、箕輪町、飯島町、南
箕輪村、中川村、宮田村の8市
町村。人口約18万人

上伊那成年後見センターの概要
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郡内の市町村人口

合 計

178,222人

市町村 人口（人）

伊那市 ６５，４８７

駒ヶ根市 ３１，６９１

辰野町 １８，３９４

箕輪町 ２４，７７２

飯島町 ９，０１５

南箕輪村 １５，７３３

中川村 ４，５４７

宮田村 ８，５８３

令和3年7月1日現在

【参考：長野県の状況】

・平成の大合併でも、合併が進
まず、現在７７市町村

・７７市町村のうち、約５５％が人
口１０，０００人以下の町村

・人口１，０００人以下の村が５村

上伊那成年後見センターの概要
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後見センター
組織体制

・職員体制
所長（地域福祉課長兼務）

副所長1名
事業担当者3名

（すべて社会福祉士）

法人後見生活支援員5名
（週１日ずつ勤務）

・運営委員会
８市町村の担当課長と、
伊那市社会福祉協議会
事務局長で組織

・法人後見受任審査会
専門職能団体（４団体）の
代表者と総務課長で組織

上伊那成年後見センターの概要
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上伊那成年後見センターの概要

上伊那成年後見センター利用件数 R3.3.31
現在
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市町村別法人後見受任件数 R3.8.1
現在

上伊那成年後見センターの概要

市町村名
法人後見受任

件数
法人後見監督
受任件数

市民後見人移
行ケース

法人後見終了
件数

人口

伊那市 4 8 3 4 3 4 6 5 ,4 8 7

駒ヶ根市 2 0 0 0 8 3 1,6 9 1

辰野町 7 0 1 8 18 ,3 9 4

箕輪町 8 1 2 10 2 4 ,7 7 2

飯島町 4 0 0 1 9 ,0 15

南箕輪村 4 0 0 2 15 ,7 3 3

中川村 2 0 0 4 4 ,5 4 7

宮田村 3 0 0 1 8 ,5 8 3
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法人後見受任ケース内訳

後見類型 保佐類型 補助類型 計

７２ ２０ ２ ９４

認知症 知的障害 精神障害 計

３７ ２３ ３４ ９４
（40％） （24％） （36％）

類型別

障害別

※うち首長申し立て５７件

R3.8.1
現在（実数）

30％ 60％

上伊那成年後見センターの概要
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市町村社協の法人後見に
おける特徴 １

• 日常生活自立支援事業との綿密な連携によ
るスムーズな移行が可能

• 多くの被後見人等が地域住民から孤立してい
るため孤立の解消支援（近所や友人、親族と
の関係性のつなぎ直し）

• 年齢の若い被後見人等への長期的対応

• 社協の幅広い関係者ネットワークによる対応
（居場所、食料、物資、地域見守り）
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市町村社協の法人後見に
おける特徴 ２

• 職員数自体が少ないため、様々な兼務が多く一
つの事業に専念できない

• 社会福祉士等の有資格者が少ない法人も

• 在宅対象者は身上保護の範囲が広い（ゴミ出し
ルール、友人や近所とのつきあい、服の選び方、
買い物の仕方、余暇の過ごし方、適切なサービ
ス利用確認等…） 38


